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広田俊郎
I 序
科学技術の推進を図ることが経済発展と国民生活改善に大きく貢献すると
いう認識は，自然資源の乏しい我が国において，第2次大戦後から一貫して
存在してきた。そのため，昭和24年に通商産業省が設置され，昭和27年にエ
業技術院，昭和31年に科学技術庁が設置された。また昭和34年に科学技術会
議が制定され，昭和36年には理化学研究所の開発部を独立させて新技術開発
事業団（現在の新技術事業団）が設置されるなど，科学技術の推進に関する
公的な制度の整備が図られてきた1)。 また他方で，民間企業も研究開発の意
義の重要性を早くから認識していた。電気機械工業を例に取ると， 日立製作
所が昭和17年に，三菱電機が昭和19年に，松下電器が昭和28年に，東芝とソ
ニーが昭和36年に，日本電気が昭和40年に，シャープが昭和45年に，それぞ
れ中央研究所を設立するなど，社内における研究開発基盤の整備を着々と行
ってきた2)。 また，研究開発活動の主体としては，以上の公的研究機関と企
業に所属する研究機関の他に，大学があることは言うまでもない。自然科学
系に限れば，大学学部・付属研究所について700機関が整備されてきたので
ある3)0 
このように，公的研究機関，企業，大学などによって研究開発活動の積極
1)吉海 (1985),p. 32参照。
2)大蔵省印刷局「CD-ROM版有価証券報告書総覧財務データ』から調査した。
3) 清水•青山 (1986), p. 6参照。
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的な推進が図られてきた。ただし，それらの機関の研究開発費支出について
言うと， 1990年度における企業部門の使用研究費が92,672億円であるのに対
し，公的研究機関のそれは， 9,407億円と企業部門の10分の 1に近い水準に
留まっており，大学等のそれは， 14,063億円である4)。 このような水準の差
に起因した面もあると思われるが，産業部門の研究開発活動についての調査
研究は近年活発に行われ始めているのに対し，公的部門については，従来十
分な分析がなされてこなかった。本論文は，この見過ごされてきた重要な研
究テーマについて分析を試みるものである。
I 公的研究機関に関わる従来の研究
公的研究機関を含む公組織の特徴の第ーは， そのドメイン（活動領域）
が，関連他者によって規定され，その自律的修正が統制されているという点
にある。（野中 (1982))5)。このような制約のためドメインの修正は容易では
ないが，当該組織が，生存の危機に直面したときは，革新への刺激が働き得
る。ただし，公組織が所与のドメインを修正するには，関連法律の改正，世
論の喚起のための演出，関連省庁，利害集団とのバーゲニングやコンフリク
4)平成4年版の「科学技術要覧」によると， 日本およびアメリカ合衆国における産
業政府研究機関，大学の使用研究費と負担研究費は次表のようなものである。日
本における政府研究機関の負担研究費，使用研究費とも，アメリカに比して低位に
留まっていることが分かる。
日 本 (1990年度） アメリカ (1991年度）
産業 l譴昌 大学等 産業！棗謳 I大学等
使用研究費 92,672 9,407 14,063 108,450 16,400 22,050 
負担研究費 95,222 19,901 4,993 78,050 66,000 4,950 
表中の数字は金額を示す（単位：日本については億円，アメリカについては百
万ドル）。
5)野中 (1981),pp. 37-38参照。
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ト解消が必要になる 6)。このような制約のもとで，公的研究機関としてはど
のような方法でドメインの拡大を図ったり，絞り込みを行ったりすることが
独自の成果をあげうることにつながるのかという問いは，公的研究機関をめ
ぐる研究の基本的課題の一つであろう。
国立試験研究機関など公的試験研究機関の特徴の第二は，民間企業が十分
果たすことのできない機能を実行することである。その中でもまず第一に挙
げるべき機能として，基礎研究の実施がある。そのことに関して，行政改革
を進展させるための諮問機関であった臨時行政改革推進審議会（行革審）も，
「国立試験研究機関は，それぞれの経緯もあり，その任務，業務内容，組織，
構成などは様々であるが，科学技術政策の推進を図る上から，今後，国立試
験研究機関は， 1)民間能力の活用を図り得る分野については，極力民間に
委ねることとしつつ， 行政上の必要にもとづく試験研究を行うとともに，
2)基礎的研究や大規模な研究開発のうち民間に期待しがたい分野やテーマ
の研究開発の実施，及び3)民間能力の活用の前提の下に，大規模研究実験
施設の整備・公開，高度の機材・遺伝子資源の提供等研究開発の基盤・条件
の整備などの機能を重視していく」ことに留意することと，「各省庁は，……
創造的な基礎的研究等新しいニーズに対応する所管研究機関の重点的な整備
・充実を推進する」ことが必要だと述べている（武藤•平野） (1991)7)0 
その他に公的研究機関が果たし得る機能の中に， 技術移転がある。 Bha-
neja, Lryette, Davies, and Dohoo (1982)はカナダのケースを通じて，公
的研究機関が行う技術移転について調査した8)。 彼らは技術移転には，ノウ
ハウ・知識の移転と，ハードウェアの移転とがあると区分したが，現実には
ノウハウ・知識の移転が大部分を占めると論じた。そしてノウハウ・知識の
移転の場合は，技術移転する相手方との間でレポートを交換したり，人員を
相互に派遺しあうことが効果的であると主張した。また何よりも，技術移転
6)野中 (1981),p. 38参照。
7) 武藤•平野 (1991), p. 3参照。
8) Bhaneja, Lryette, Davies and Dohoo (1982),p. 53参照。
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を効果的に行うには，受け入れ側のニーズがどのようなものであるかを確認
することがまず必要であり，そのうえで技術移転の方法を定めることが必要
であると主張した。そしてしばしば小企業への技術移転の方が，大企業への
移転よりも効果的である，との指摘も行った。この点については，中小企業
の方がより技術移転の受け入れに熱心であるのに対し，大企業の方は，自社
の既存の能力や既存の市場に拘泥するためであると論じた9)0 
さらに国立試験研究機関など公的研究機関の機能の一つとして，公的資金
をもって購入・建設した巨大実験設備を用いて先進的な研究・開発を行うと
ともに，これらの高額の実験・設備を他の民間企業研究所の研究者など民間
ユーザーにも使用させることを通じ， 公共性に寄与することが挙げられる
(Whiteley and Postma (1982))10)。 たとえばアメリカ合衆国のエネルギ
ー省では設備使用に対する課金についてのガイドラインを定め，民間ユーザ
ーがエネルギー省の資金に基づいて運営されている研究所の設備を利用して
研究を行い，その結果を科学雑誌に発表した場合は，設備・機械の使用に関
して何らの使用料請求を行わないと決めている。他方，民間企業が研究成果
を商業的に利用したいという希望を持つ場合には，設備機械使用に対して，
時間単位で料金を請求することにしている。その料金は設備の運転費用と償
却費をもとに算定する 11)。このような対応を取ることにより，科学的知識の
創造を奨励するとともに，民間の創造的な研究をも効果的に促進しようとし
ているのである。
以上のような様々の機能を持つ公的研究機関であるが，その研究活動を方
向づけるための研究マネジメントのプロセスには多様な側面がある。中で
も，研究計画の立案プロセスは，最も重要な側面であると言い得る。その実
態が，栗山 (1986)によって紹介されている12)。すなわち，我が国の国立研
9) Bhaneja, Lryette, Davies and Dohoo (1982), pp.54-57参照。
10) Whiteley and Postma (1982), p. 31参照。
11) Whiteley and Postma (1982), p. 32参照。
12)栗山 (1986),pp. 43-45参照。
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究機関における研究課題採択のフロー図が示され， (1)前段階研究， (2)科学技
術情報収集・調査， (3)シー ズ分析， (4)ニーズ情報収集・調査， (5)ニーズ分
析，等のアイデアの源の分析を経て， (8)着想し， (9)課題提起を行う，と論じ
られる。ところで他方で， (6)設置法・施行令の制定， (7)行政審議会答申など
を受けてUO}研究活動に関する長期計画を策定するが，この長期計画の観点か
らUL提起された課題の必要性を検討したり， U2l研究方法・可能性の検討を通
じで， U3)研究計画の完成と予算要求という段階に到達するというプロセスが
示されている。そして， 具体例としては， 当時「耳に聞こえない超低周波
音」として社会問題になっていた「低周波空気振動の心理・生理的計測に関
わる研究」の計画検討プロセスが前記のフローと関連づけながら紹介されて
いる13)0
以上のようなプロセスを経て計画立案を行うことが効果的であることは事
実としても，公的機関においてイノベーションを推進するときには， アド
ホックなプロセスの方がむしろより有効であるという主張もなされてきた
(Gilmore and Krantz (1991))14l。現場のライン組織は， Jレーチン業務で
多忙であり，長期的取り組みを行うことが困難だからである。そのため，外
部者を交えた会議，ワークショップ等のアド・ホック（臨時的）な場を通じ
て，新たなアイデアを生み出すことが必要となる。ただし，このようなアド
・ホック・プロセスのみでは，イノベーションを実行する段階で，ライン組
織の協力が得られないなど実施上の問題が出てくる。そこで，戦略企画グル
ープを作り，このようなアド・ホック・グループとライン組織の橋渡し役を
させることが必要となってくる 15)。ライン組織もこのような戦略企画グルー
プヘの参加を通じて，検討中のイノベーション案を非現実だとして非難しか
しない，という状態から脱却できるというわけである。
以上のように，計画プロセスの公式化とフレキシプル化という相反する動
13)栗山 (1986),pp. 45-46参照。
14) Gilmore and Krantz (1991), pp. 455-457参照。
15) Gilmore and Krantz (1991), pp. 460-464参照。
碑 (584) 第 37 巻 第 3•4号合併号
きが存在する。その他にも，国立研究機関の研究活動を活性化しようという
試みが，様々な国においてなされている。研究開発における先進国とは必ず
しも言えないインドにおいてもそのような試みがなされている。ちなみにイ
ンドにおける研究開発活動に関する総研究費の79彩は中央政府が負担し，地
方政府が8彩，民間部門が13彩の負担となっている。それだけにインドにお
いては，国立研究機関の効率化は焦眉の課題なのである16)。この課題を果た
すための有効な方策として，インドの CSIR(Council of Scientific and 
Industrial Research)は， R&Dマネジメント能力開発プログラムの作成
と実施を試みた。そして，その課題を果たすため，ケース・スタディを行い，
主要マネジメント課題を明確にした後，この課題に関連した教育をプロジェ
クト・リーダーや科学者に対して行い，研究の生産性を上げようとしたので
ある。そこで明らかとなった主要マネジメント課題とは，研究の方向づけ，
多数の研技計画の間の優先づけ，研究計画のための委員会の設置，プロジェ
クト評価の方法，研究者のキャリア開発，研究者の流動性の確保，研究者の
再訓練，研究所トップのリーダーシップ， ミドルのリーダーシップ，技術的
コミュニケーションの仕方，外部ユーザーヘのアビールのための花形部門の
確立などであった。これらの側面をカバーする教育プログラムを作成し，国
立研究機関のトップや科学者に教育を行うことによって，活性化を図ろうと
しているのである17)0 
以上で示した様々の機能を果たすべく，種々の取り組みを行っている国立
研究機関であるが，様々な問題点も抱えていことも事実である。一つは，そ
の性格に由来する問題である。大学が真理の探求をめざすのに対し，政府研
究機関は新たな技術シーズの創成，民間企業研究所は新技術の応用開発への
移行を任務とするという見方がある 18)。このような取り組みの違いに基づく
16) Gupta (1989), p. 173参照。
17) Gupta (1989), pp. 180-182参照。
18)高温超電導材料の研究に関して言えば，大学は，高温超電導現象発現の理論的解
明を行うなど，真理の探求を行い，国立研究所は，新高温超電導物質の探索と体系
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科学的なプレスティージ（名声）の観点から，政府研究機関において優秀な
研究者をリクルートしようとするとき，困難なことがあることが指摘されて
きた (Toren(1979))19>。 Toren(1979)はこの他にも，外部者とのコンタ
クト不足，比較的短期志向，使命が不明確，所長のパーソナリティ，等の政
府研究機関固有の問題点を指摘している20)。この使命が不明確という点に関
しては， ドラッカー (1988)も，非営利機関 (NonProfit Organization) 
は，私企業の場合の利潤の追求のように明白で一貫した目標を持たず，その
ため，非営利企業はいかなる使命を果たし得るか，いかなる使命を果たし得
ないか，その使命をどのように実行するかを明確化する必要がある，と述べ
ている21)。
ところが，公組織のプログラムやサービスは，私企業の製品コンセプトに
比して可視性が低い。目標も多義かつあいまいなので，結果や評価基準もあ
いまいになる傾向があるという指摘もなされている（野中 (1981))22¥
以上のように，様々な機能を持ち，種々の課題を持つ研究所を何らかの観
化のような新たな技術シーズの創成を行い，民間企業は新高温超電導材料の加工特
性の研究に見られるような新技術シーズの応用開発への移行を担当する，などの取
り組みの違いがあると言われる（『産業技術の動向と課題』， p.231参照）。
ただし，このような役割分担に変化が生じ始めているのではないかという指摘も
なされている。すなわち， H本における基礎研究強化への対策をめぐる議論におい
て，「戦前・戦後を通じて我が国では， 大学は基礎研究， 国公立研究所は応用研究
および試験，企業内研究所は技術開発というように役割分担がかなり明確でした。
しかし， 1960年代後半以降企業の研究開発ボテンシャルが急速に向上して応用研究
にも取り組む余裕がでてきたことと，国公立研究所とりわけ国立研究所が政府の大
規模研究開発プロジェクトの推進に重要な役割を分担する事になったことなどから，
従来のような明確な役割分担が崩れてきました。基礎研究の強化に関連して，この
辺りにも見直しが必要なのではないでしょうか。」と指摘されている（「基礎研究強
化への対策」 p.29参照）。
19) Toren (1979), p. 9参照。
20) Toren (1979), pp. 8-9参照。
21)ドラッカー (1991)訳， pp.5-12参照。
22)野中 (1981),p. 40参照。
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点から分類することが可能であると思われる。たとえば， Crow and Bo-
zeman (1987)は，公的研究機関を含む多くの研究機関を，公的資金負担に
依存する程度と，研究成果が影響を及ぼす範囲（「研究」に対する市場の広
がり）という二つの側面に着目して分類を行おうと試みた23)。彼らの調査対
象は，エネルギー関係の諸機関で，その中には政府研究機関，民間研究所，
その他研究機関が含まれていた。彼らは，以上の基準によって分類した各研
究機関の組織と研究開発マネジメントを調査し，より公的資金負担が高く，
研究成果が基盤的なものであるような研究機関は，より長期的な研究計画を
立て，革命的な科学技術の変化を志向しているのに対し，公的資金負担が低
く，研究成果の適用を特定のターゲットに絞り込んでいる研究機関は，研究
計画を年次計画として立案し，技術開発についての進化的な改良を志向して
いることを示している24)0 
皿研究方法
我が国における公的研究機関の実態を明らかにするための方法として，質
問票調査を実施し，その回答データを分析することにした。その質問票の構
成は，付録で示すようなものであったが，その概要は以下に示すようなもの
である。
1. 研究活動を規程する諸要因
(1) 研究理念と研究使命
(2) 関係省庁における研究開発基本方針との関係
(3) 利害関係者
(4) 科学技術の進展の影響
2. 研究活動分野の設定
(1) 本来的主要研究活動分野
23) Crow and Bozeman (1987), pp. 232-236参照。
24) Crow and Bozeman (1987), pp. 252-254参照。
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(2) 新規の研究活動分野
(3) 研究活動分野の多様性
(4) 研究活動分野の多様化の理由
(5) 研究活動の実施の形態
3. 研究開発推進のマネジメント
(1) 研究テーマの設定
(2) 問題解決の方法
(3) 研究テーマの評価
(4) 研究テーマの持続期間
(5) テーマの打ち切りの方法
4. 主要研究設備，機器
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調査対象としては，国立試験研究機関91機関および，特殊法人研究機関25)
25)特殊法人には， 日本育英会，住宅・都市整備公団， 日本道路公団，等がある。こ
れらの機関は，「公益上必要ではあるが， 民間では経営が困難な事業」 を公的の資
金を使いながら行うものであり， 国から特定の公共目的を与えられ， それぞれ特
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21機関ならびに宇宙開発関連研究機関 5機関を選び，質問票を郵送して回答
を依頼することにした。質問票の発送は，筆者が客員研究官を勤める科学技
術庁科学技術政策研究所から1992年2月末に行った。
質問票を送付した 117機関の中から， 67機関の回答が得られた。 30数機関
からは，回答が得られなかったが，その中には，質問票の内容が基本的に科
学技術研究を任務とする研究所を対象としており，自研究機関には適合しに
くいと思われるので回答を辞退したいという旨の返答も含まれていた。以下
において，回答の得られた67研究機関のデータを用いて，公的研究機関の研
究活動と研究マネジメントの実態を解明していきたい。
w 公的研究機関の類型化
公的研究機関の研究を進めて行くうえでの筆者の仮説は，公的研究機関に
もいくつかの類型があるのではないかというものである。そこで，公的研究
機関の類型化を試みることにしたが，その場合，筆者は各研究機関が設定す
る研究理念の内容の相違によって，公的研究機関の類型化を行うことができ
るのではないか，と想定した。なぜかと言えば，公的研究機関については，
その使命の内容が民間企業のように一元的には決まらず，その内容をどのよ
うなものと考えるかが，研究活動の内容を大きく規定すると考えたからであ
る。
そこで，質問票において，各研究所の研究活動を方向づけている理念とし
別の法律によって設立されたもので， その名称中に「公団」または，「事業団」を
含む。全額政府出資のものと，政府と地方公共団体の共同出資によるものとがあ
る。公団は，社会的な要請の強い公共事業を実施するもので，事業の見模が大きく
かつ複雑であり，その経営上独立採算性を有している。事業団は，規模も公団より
小さく，完全には独立採算性が保持されていない。
以上の特殊法人の一つのカテゴリーが，国の行政の一環として研究を行う特殊法
人研究機関である。理化学研究所， 日本原子力研究所，新技術事業団，宇宙開発事
業団，新エネルギー・産業技術総合開発機構などがある。
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ていくつかの側面をあげ，それらを研究理念として重要視している程度につ
いて評価してもらった。たとえば，基礎科学分野における発展への貢献，関
係省庁の関連分野において生じている問題の解決への貢献，関係省庁が行政
にあたって必要とする知識体系の構築への貢献，関連する国家プロジェクト
への参加，民間研究所が追求しない公共的便益に関わる研究を追求，当該分
野における研究人材の育成， 重要情報・知識の普及と伝達， 各種標準の設
定，地域経済の発展への寄与，研究者の創造性を開花させること，関連産業
の基盤技術研究への貢献，などの側面を挙げて，それらを研究理念として重
要視している程度をたずねたのである。なおその際，各質問への回答を行う
場合の評価尺度は以下のようなものとした。 1=非常に低い（小さい）， 2 
＝やや低い（小さい）， 3=中程度， 4=かなり高い（大きい）， 5=非常に
高い（大きい）。ただし，その評価スコアに関しては， 回答者毎に固有のバ
イアスが入る可能性がある。たとえば，ある回答者は，多くの側面について
高い評価点をえる傾向があるが，他の回答者は低い評価点しか与えないとい
うようである。このようなバイアスを除去するため，回答者の一連の側面へ
の評価スコアの平均点を計算し，各側面に対する評価スコアとこの平均点と
の差を用いて，各側面を相対的に評価する程度についてのデータを求めた。
このようにして求めた回答データに関して因子分析26)を行うことにした。そ
の結果，四つの因子を見いだした。それそれの因子に対する各変数の因子負
荷27)と固有値28)を示したものが表 1である。
26)因子分析は，分析者が多数の変量についての測定結果を持っており，そして変量
間の相互相関を説明する構造についてよい考えが欲しいときに用いられる。多数の
変量があるとき，それらの変彙は相互に関連しあっているであろう。その相関の程
度は，相関行列によって知ることができるが，変量が多く，その間に多数の高い相
関が存在するときは，相関行列から直接情報を読みとることは困難である。因子分
析は，このような場合に，因子という名の構成物を想定し，もとの複雑な相互関係
をできるだけ簡単な形でとらえる手段を提供しようとするものである。
27)因子負荷は，各スコアの値と因子の関係の程度を表すものである。ある変量があ
る因子に対して0.70という負荷を示す場合，その変量はその因子と0.70の相関を持
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表1 公的研究機関の研究理念に関する類型化因子
因子1 因子2 因子3 因子4
公的研究機関の研究理念の各側面
行一政基学志支礎援科向 応公用共性性志一向 技一術基術移盤志転技向 地一城基学経礎志科済向
基礎科学分野における発展への貢献 -0. 37 -0. 25 -0.31 -0. 63 
関係省問題庁の解関連決分野貢に献おいて生じてい 0.68 -0.12 -0.19 0.34 るのへの
関係知省識庁体系が行の政構築にへあたの貢っ献て必要とする 0.86 -0.10 0.08 -0.20 
関連する国家プロジェクトヘの参加 -0.57 -0.20 0.05 -0.03 
民間関研わ究る所研究が追を追求求しない公共的便益に 0.02 -0.69 0.13 -0.11 
当該分野における研究人材の育成 -0.04 0.80 -0.22 0.08 
重要情報・知識の普及と伝達 0.26 0.57 0.40 -0.35 
各種標準の設定 0.05 -0.11 0.88 -0. 03 
地域経済の発展への寄与 -0.10 0.02 0.01 0.80 
研究者の創造性を開花させること -0.64 0.02 -0. 32 -0. 08 
関連産業の基盤技術研究への貢献 0.01 0.14 -0.60 -0.12 
固有値 I 2.11 I 1. 60 I 1.59 I 1. 50 
表中の数字は因子負荷を示す。
この因子分析において，因子1は，その値が大きい程，行政支援志向が強
く，その値が小さいほど基礎科学志向が強いと言う側面を表すものと考えら
れる。また，因子2は，その値が大きい程，応用性志向が強く，その値が小
さいほど公共性志向が強いという傾向を表すものと考えられる。さらに因子
3は，その値が大きい程，技術移転志向が強く，その値が小さいほど基盤技
術研究志向が強いという側面を示すものと考えられる。さらに，因子4はそ
の値が大きいほど，地域経済貢献志向が強く，その値が小さいほど基礎科学
志向が強いという側面を示すものと言える。
公的研究機関の研究活動に関する研究理念として示された多様な側面を，
っていることになる。
28)因子分析における固有値は，その因子が説明する分散に等しい。この値が大であ
るということは，この因子の説明力が大であることを意味する。
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以上の四つの因子が集約的に表しているということが分かった。ただし，以
後の分析においては因子 1(以後「行政支援一基礎科学」志向と呼ぶ）と因
子2(以後「応用性ー公共性」志向と呼ぶ）とに， 特に着目することにし
た。そのうえで，この二つの因子の組み合わせを考えて，四つの研究機関の
類型を考えることにした。
まず，基礎科学志向と公共志向とをともに持つ研究機関を「科学知識創造
型」と呼ぶことにした。すなわち，それは基礎科学志向を持ち，民間では果
たし得ない公共的活動を展開し，科学知識の創造に寄与しているタイプの研
究機関である。次に，基礎科学志向と応用志向をともに持つ研究機関を「科
学応用型」と呼ぶことにした。それは，基礎科学志向を持つが，強い応用志
向を持ち，その分野での科学知識の応用をめざすものである。さらに，行政
支援志向と公共志向を持つものを「公共知識創造型」と呼ぶことにした。そ
れは，行政支援志向を持ち，公共性志向を持って，関連業界や関連ユーザー
の問題を解決し，状況の改善に資するような知識の創造をめざす研究機関で
ある。最後に，行政支援志向と応用志向を持つものを「政策推進型」と呼ぶ
ことにした。それは，政策支援志向を持ち，応用志向を持つもので，関係省
庁の行政を行うに当たって必要な知識を作りだし，応用していこうとする研
究機関である。以上で示した四つのタイプの研究機関の類型を整理したもの
は，表2のように示すことができる。
今回のアンケート調査に回答した研究機関のそれぞれが，四つのタイプの
研究機関類型のどれに該当するかの分類は，それらの機関の回答スコアから
計算される第 1因子得点と，第 2因子得点の値から決定することにした。た
とえば，第 1因子得点の値が正値を取れば行政支援志向があると見なし，負
表2 公的研究機関の類型
公共志向 応用志向
基礎科学志向 嗜誓冒 I科学応用型
行政支援志向 公共創知造識型 i 政策推進型
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表3 四類型の具体例
類 型 I 研究機関の具体例
科学知識創造型 国立環境研究所，無機材質研究所，機械技術研究所，微生物工業
技術研究所，製品科学研究所，資源環境技術研究所，通信総合研
究所
科学応用型 放射線医学総合研究所，国立ガンセンター，海洋科学技術センタ
ー，地質調査所，土木研究所，繊維高分子材料研究所
公共知識創造型 遠洋水産研究所，交通安全公害研究所，地磁気観測研究所，野菜
茶業試験所，宇宙通信基礎研究所，計量研究所，農業工学研究所
政策推進型 科学警察研究所， 建設機械工作所， 醸造試験所， 港湾技術研究
所，草地試験所，宇宙環境利用推進センター， リモートセンシン
グ技術センター
値を取れば基礎科学志向があると考えた。また，第 2因子得点の値が正値を
取れば応用志向があると見なし，負値を取れば公共志向があると考えた。そ
して，この 2つの側面の組み合わせによって，表 2のような研究機関類型が
想定されると考えたのである。このようにして，各研究機関を四つの類型に
分類した結果は，表 3に示すようなものとなった。
科学知識創造型の研究機関としては，通産省関係のものが多く，科学技術
庁，環境庁の機関も存在した。また，科学応用型としては，通産省関係，特
殊法人などが多かった。さらに，公共知識創造型には，農林水産省関係の諸
研究所が多かった。また，政策推進型には，農林水産省，宇宙関係特殊法人
などが多かった。
以上の分析は，各研究機関が研究理念として重要視している側面を集約し
て表現するための分析であったが，各研究機関が種々の側面について実際に
貢献している度合いは，研究理念として重要視している程度とは異なってい
ることがありえる。そのことを解明するため，質問票において，各研究機関
が様々な側面に対して実際にどの程度貢献しているのかについての評価を求
めた。その評価スコアに，表 1で見いだした因子負荷を適用し，各研究所の
実際の貢献について「行政支援一基礎科学志向」と「公共性一応用性」の程
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表4 研究理念と実際の貢献との関係
~ 実際の貢献による
科創学造知型識 科学型応用 創公共造知型識
科学知識創造型 7 3 2 
科学応用型 7 7 ゜公共知識創造型 1 1 1 
政策推進型 ゜ 1 5 表中の数字は，研究所の数を示す。 が=41.063*** 
(593)357 
政策型推進
1 
2 
2 
7 
なお以下の統計分析において，統計量の右上に＊，＊＊，＊＊＊などの記
号を示し，統計的有意水準を示すことにする。ここで*P<O. 10, ** p 
<O. 05, *** P<O. 01であり，統計量の右上に＊が示されていれば，そ
の統計量の値に意味があるという主張が誤りである確率が10%以下であ
るということを示す。
度に関する評価点を求めた。そのうえで，この各研究所の実際貢献について
の自己評価点が，各研究所の自己評価点の平均を上回っているかを調べた。
このような検討をふまえ，各研究所をその活動の実際の貢献に即して四つの
類型に分けた。その結果得られた実際の貢献の状態に関する類型化と研究理
念に関する類型化との組み合わせを表示したものが表4である。
表 4において示された結果は，科学知識創造型を研究理念として重要視し
ている研究機関でありながら，実際貢献については科学応用型になっている
研究機関がある，というように研究理念と実際の貢献との間にギャップがあ
ることを示している。そのようなギャップの主な例としては，科学応用型を
理念としている研究機関が，実際の貢献では科学知識創造型となっているも
の，政策推進型を研究理念とするものが，実際の貢献では公共知識創造型と
なっているものなどを挙げることができる。
公的研究機関の研究活動と研究マネジメントのありかたが，果たして各研
究所が研究理念として重視しているものによって決まってくるのか，あるい
は実際の貢献のあり方に応じて決まってくるのかについては，見解が分かれ
るであろう。ここでは，各公的研究機関が研究理念として重要視しているも
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のについて行った分類類型毎に，研究活動を規程する諸要因，研究活動分野
の設定のしかた，研究開発推進のマネジメント（研究テーマの設定方法，研
究テーマの評価，組織，研究成果など）がどのように異なるかを検討してい
くことにした。
V 研究活動を規程する諸要因
1. 関係省庁の研究開発に関わる基本方針との関係
各研究機関が研究計画を策定するときに，関係省庁の研究開発に関わる基
本方針や長期計画を参考にしているかどうかについての質問を行った。その
回答の結果の類型毎分布を示したものが表 5である。ほとんどすべての政策
推進型と公共知識創造型の研究機関は，研究計画策定時に参考とする関係省
庁の基本方針があると答えていた。他方，科学知識創造型と科学応用型の研
究機関のいくつかは，参考にしている関係省庁の研究開発に関わる基本方針
や長期計画はないと答えていた。これらの研究機関は，ある程度自律的に研
究計画を策定してきていると言い得ると思われる。
とはいえ，科学知識創造型の研究機関のいくつかは，研究計画策定時に関
係省庁の研究開発基本方針を参考にしていると答えていた。その場合に準拠
している研究開発基本方針には， 90年代通産ビジョン，科学技術会議答申，
などのビジョン的なものや大綱的なものが多かった。また，科学応用型の研
表5 各類型毎の研究計画策定時に参考とする関係省庁
の研究開発に関わる基本方針の存在の比較
参考とする関係省庁の基本方針 1科学知識創造型 科学応用型 公共知識創造型
あり 8 12 14 
なし 4 4 
政策推進型
??ー
表中の数字は研究機関の数を示す。 が=3.465
* P<O. 10 * P<O. 05 ** P<O. 10 
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究機関が参考にするものとして挙げているものには，原子力開発利用長期計
画，海洋開発推進計画，対がん10カ年総合戦略，建設技術研究開発の長期展
望など長期計画的なものが多かった。他方，公共知識創造型の研究機関が挙
げているものには， 農林水産研究目標， 水産業関係研究目標などがあり，
比較的明確な指針をそれから得ているようであった29)。さらに，政策推進型
の研究機関が挙げているものには，農林水産研究目標，林業関係研究目標，
宇宙開発政策大綱などがあった。
2. 利害関係者
各研究機関の研究活動成果を具現化した時に大きな影響を受けるであろう
社会集団・組織・社会層は，その研究機関の利害関係者として，その研究機
関に対する何らかの働きかけを行っているものと思われる。もちろん，この
利害関係者の中で最も重要なものは，関係省庁であろうが，当面の考察にお
いては，関係省庁を除いて考えることにする。そのうえで，各研究機関の利
害関係者の実態を把握するため，各研究所の研究活動成果の具現化によって
大きな影響を受けるであろう社会集団・組織・社会層を三つあげるよう質問
票において依頼した。また同時に，それらの利害関係者が各研究所に対して
29)農林水産業及び食品産業等関連産業を巡る情勢を踏まえ，昭和58年に農林水産技
術会議が農林水産全般にわたる基本的な研究目標として『農林水産研究目標』を策
定した。その後見直しが行われ，平成2年度に新たな「農林水産研究目標』が示さ
れた。その研究目標においては，まず第一に農林水産基本目標策定の意義が述べら
れ，次に今後の重点化方向が示され，最後に研究開発の効率的推進のための方策が
示されている。第一の農林水産基本目標策定の意義としては， 「近年， 我が国の経
済社会の成熟化•国際化に伴い， 国民の生活様式等が変化する中で， 農林水産業
は，国民に食料，木材等を安定的に供給するとともに，活力ある地域社会の維持・
発展，資源環境の保全等の役割を果たすことが求められている。」と述べ，「このた
め，農林水産研究においては，農林水産業及び食品産業，木材産業等関連産業の発
展並びに農材水産物の安定的な供給を図る視点から，バイオテクノロジー等先端的
科学技術を駆使した革新的な技術の開発，生態系と調和した生産技術の開発，地城
の個性に根ざした効率的な技術の構築等の研究の充実を図っていく必要がある」と
述べている。
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行ってきた働きかけにはどのようなものがあるかを説明してもらった。
まず第 1に，科学知識創造型研究機関が挙げていた利害関係者には，新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構， 超高温材料センターなどの機関， 大企
業，中小企業などの民間企業，県・市等の地方公設試験所，などがあった。
第 1のタイプの機関からは， 共同研究の申し込み， 成果・技術の移転の希
望，などが寄せられ，第2の民間企業からは，共同研究の申し込み，特定技
術の移転，研究生派遺の申し込み，第3の地方公設試からは，研修生派遺な
どの人材養成の申し込み，特定技術の開発依頼などが寄せられていた。
さらに，科学応用型研究機関が挙げていた利害関係者には，医学会，高分
子学会，などの学会， 日本化学工業協会， 日本農業機械工業会，石油化学工
業協会，造船・重機械産業，製薬業界，などの業界団体，公設試験研究所，
などがあった。学会からは，特定技術の開発の期待，学会各種委員の要請な
どが寄せられ，業界団体からは，開発要望課題が示されたり，共同研究の実
施の提案やデータベースの構築の提案がなされていた。公設試験研究所から
は，高度に専門的な問題の解決の要望，研究成果の移転，技術指導，技術者
養成などの希望が寄せられていた。
そして，公共知識創造型研究機関が挙げていた利害関係者には，農家，漁
業会社， NTT,などの関連技術ユーザー層，計量機器工業会， 農業協同組
合，漁業組合，食品流通加工業界，食品産業，建設資材業界，などの業界団
体，地方公共団体などがあった。関連技術ユーザー層からは，生産安定化技
術，品質向上の方策の検討依頼，非常勤役員の依頼，出向の可能性の打診な
どが寄せられていた。業界団体からは，新品質，新技術，生産性の向上の要
望，受託研究，共同研究の提案が寄せられていた。
最後に， 政策推進型研究機関が挙げていた利害関係者には， 日本醸造協
会，素材産業界，などの業界団体，農業用資材，機械のメーカー，などの民
間企業，府県の試験場，などがあった。業界団体からは，当研究機関の開発
成果の移転，技術問題の提示などがなされ，民間企業からは，共同研究の申
し込みがあり，府県の試験場からは，研究成果の移転の依頼，共同研究，シ
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ンポジウムなどの提案などがなされていることが分かった。
3. 科学技術の進展の影響
(597)361 
また，科学技術の進展が，研究内容に対して及ぼした影響について，質問
した。その際，以下の尺度にしたがって評価してもらった。 1=非常に弱い，
2=やや弱い， 3=中程度， 4=かなり強い， 5=非常に強い。その結果は，
表6に示されているように，電子・情報系の各種技術たとえば，マイクロエ
レクトロニクス，コンビュータ・ハードウェアと周辺技術，コンビューク・
ソフトウェア，オプトエレクトロニクス，通信技術，メカトロニクスなどに
ついては，どのタイプの研究所の研究内容についても強い影響を及ぽしてき
表6 科学技術の進展が研究内容に及ぽした影響（研究類型別）
科学技術の進展の影響 科創学造知識型 1科学型応用 1創公共造知識型 1政策型推進 F 値
［電子・情報系］
マイクロエレクトロニクス 3.33 3.13 3.31 2.23 2.06 
コアンとヒ°周ュ辺ー技タ術・ハードウェ 3.25 3.20 3.69 3.31 0.33 
コンピュータ・ 3.58 3.46 4.07 3.85 0.59 
ソフトウェア
オプトエレクトロニクス 3.15 3.06 3.00 2.23 1.14 
通信技術 3.00 2.86 3.61 2.62 1. 26 
メカトロニクス 3.07 3.00 3.17 2.69 0.30 
［物質・材料系］
ファイン・ケミカル 3.38 2.93 2.17 2.23 2.99** 
微細加工技術 3.46 2.67 2.33 1. 46 6.58*** 
資源・エネルギー技術 3.54 3.73 2.83 3.08 1. 20 
新素材技術 4.08 3.93 2.58 2.54 5.01*** 
［生命科学系］
医療器具，診断技術 3.00 2.50 2.23 1. 38 3.85** 
バイオテクノロジ一 3.92 3.62 2.92 2.69 1. 76 
［社会システム系］
輸送関連技術 2.46 2.40 2.64 2.38 0.10 
廃棄物処理技術 3.31 3.50 2.29 2.38 2.54* 
表中の数字は評価点を示す。 * P<O. 10 ** P<O. 05 *** P<O. 01 
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たこと，その影響の大きさについては有意な差異がないことが分かった。現
時点では，どのクイプの研究機関についても電子・情報系技術が研究内容の
変化をもたらしてきたことを否定できないと言えよう。他方，物質・材料系
については，その影響に有意な差異が存在した。特に科学技術知識創造型に
おいて，ファイン・ケミカル，微細加工技術，新素材技術等の諸技術が，研
究内容に強い影響を及ぼしていることが分かった。それらの研究所における
物質・材料系の技術の影響は，電子・情報系の影響を凌ぐ程であった。ま
た，社会システム系では，産業廃棄物処理技術が科学知識創造型と科学応用
型に対して特に強い影響を及ぼしていることが分かった。
次に，科学技術の進展が，研究方法に及ぼした影響について質問した。そ
表7 科学技術の進展が研究方法に及ぼした影響（研究類型別）
科学技術の進展の影響 1閉誓冒げ誓叫訊誓冒圧讐り F 値
［電子・情報系］
マイクロエレクトロニクス 3.84 3.53 3.61 2.69 1. 85 
コンピュ辺ー 技タ術・ハードウェ 3.92 3.53 3.92 3.54 0.34 
アと周
コンビュータ・ 4.15 3.93 4.35 4.00 0.37 
ソフトウェア
オプトエレクトロニクス 3.38 3.26 3.38 2.61 0.92 
通信技術 3.46 3.00 3.76 2.53 2.41* 
メカトロニクス 3.23 3.07 3.08 2.85 0.19 
［物質・材料系］
ファイン・ケミカル 3.15 2.87 2.42 2.31 1. 52 
微細加工技術 3.54 2.67 2.50 1. 62 6.12*** 
資源・エネルギー技術 3.54 3.33 2.83 3.00 0.81 
新素材技術 4.00 3.93 2.67 2. 77 4.14** 
［生命科学系］
医療器具，診断技術 2.77 2.63 2.23 1. 83 1. 29 
バイオテクノロジ一 3.77 3.40 2.86 2.85 1.09 
［社会システム系］
輸送関連技術 2.38 2.40 2.64 2.23 0.24 
廃棄物処理技術 3.08 3.36 2.14 2.46 2.39* 
表中の数字は評価点を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
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の際，以下の尺度にしたがって評価してもらった。 1=非常に弱い， 2=ゃ
や弱い， 3=中程度， 4=かなり強い， 5=非常に強い。その結果，電子・
情報系については，コンビューク・ソフトウェア技術の進展の影響の強さが
顕著に目立っていたが，類型間の差異は統計的には有意ではなかった。また
通信技術については，公共知識創造型の研究機関の研究方法に対して，特に
強い影響を及ぼしていることが分かった。
さらに，物質・材料系においては，微細加工技術が科学知識創造型の研究
方法に対して，特に強い影響を及ぼしていることが分かった。そして，新素
材技術については，科学知識創造型と科学応用型研究機関の研究方法に対し
て，特に強い影響を及ぼしていることが分かった。また，社会システム系に
ついては，廃棄物処理技術が，科学応用型研究機関の研究方法に対して，特
に強い影響を及ぼしていることが分かった。
VI 研究活動分野の設定
各組織体は，その直面する環境の動向を考慮しながら，自組織の持つ強み
をもっともよく発揮できる領域に活動分野を設定しようとする。ただし，公
的研究機関に関する限り，そのドメインは，設置法によってその基本が決定
される80)。このようにして定められたドメインの枠の中で，公的研究機関の
トップは，必要性の高まってきている新たな活動分野へ研究活動を拡張する
ことを考察しているものと思われる。
30)たとえば，国立公害研究所は，昭和46年の環境庁設置法により，国立環境研究所
と改名した。そのときの環境庁組織令では， 「国立環境研究所は， 次に掲げる事務
をつかさどる機関とする。一環境保全調査研究等に関する事務のうち，大気の汚
染，水質の汚濁，騒音等の監視測定方法の研究その他環境の保全に関する試験研究
及び調査を行い， 並びに環境の保全に関する国内及び国外の資料を収集し， 整理
し，及び提供すること。二所管行政に関し職員等の養成及び訓練を行うこと。」
と規定されていた。このように，国立環境研究所のドメインの大枠は法律によって
決められると言えるが，活動を具体化する場合には，研究所長の判断が必要とされ
ると思われる。
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1. 新規の研究活動分野と主要研究活動分野との共通性
各研究所が，その研究活動分野（ドメイン）を拡張しようとするとき，新
規研究活動分野と従来の研究活動分野との間にある種の共通性があるかどう
かを確認してから実行に踏み切ると思われる。ただし，問題とする共通性の
内容は，各研究所が重要視する研究理念の内容によって異なったものとなる
であろう。そのことを確かめるため，各研究所に対して，最近の10年間程の
間に追加した新規の研究活動分野の中で，代表的なもの 2つを念頭におき，
従来からの主要研究活動分野とそれらの新規研究活動分野との間の種々の側
面に関する共通性を， 1=非常に低い共通性， 2=やや低い共通性， 3=中
程度の共通性， 4=かなり高い共通性， 5=非常に高い共通性というスコア
を用いて評価してもらった。このようにして求めた，主要研究活動分野と新
規研究活動分野との共通性スコアの平均点を各研究機関の性格類型毎に示し
たものが表8である。
科学知識創造型の研究所に関していえば，それが新規活動分野を定める場
合，基盤となる研究分野に関する共通性と研究推進形態の共通性以外には，
それほど考慮を払っていないことが分かった。それに対して，政策推進型の
研究所は，すべてのうえで共通性の高い分野に新しい研究活動分野を設定し
ていると言える。言い換えれば，政策推進型の研究機関は，既存の研究分野の
周辺領域へと研究活動分野を拡大しているようであった。中でも，行政ニー
ズヘの対応に関しての共通性には，特に考慮を払っているように思われた。
表8 各類型毎の新規の研究活動分野と主要研究活動分野との共通性の比較
共通性の内容 科創学造知識型 科学型応用 1公創共造知識型 政策型推進 F 値
基盤となる研究分野の共通性 4.0 4.1 4.1 4. 7 1. 3 
応用研究分野の共通性 3.4 3.9 4.3 4.7 5.83*** 
行政ニーズヘの対応の共通性 3.2 3.7 4.3 4.7 3.76** 
関連利害関係主体の共通性 2.8 3.1 3.5 3.9 1. 98 
研究推進形態の共通性 3.9 3.2 3.8 4.6 4.14** 
表中の数字は共通性の程度を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
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2. 研究活動分野の多様化の理由
(601)365 
各研究所が，新たな研究分野の調査研究に取り組むようになった背景に
は，本来の研究活動分野の複合化，関係省庁の業務の拡大に対応するため，
既存の研究分野が新しい科学技術知識によって置き換えられたため，研究者
の創意による提案があったから，国家予算にもとづく基礎研究として研究が
奨励されたから，国が半分あるいは全額支出する大型プロジェクト的研究へ
の参加を通じて， 産学共同研究の必要から， など多様な理由がある。そこ
で，これらの理由が新規研究活動分野の設定に対して，どれほど強く関連し
ているかを評価してもらうことにした。その際， 1=まったく関係無し， 2 
＝弱い関係が存在する， 3=強い関係が存在する，という尺度を用いて答え
てもらった。
その結果，科学知識創造型の研究所に関して言えば，従来の研究分野にお
ける科学技術知識の複合化や転換に伴って新たな研究活動分野を設定してい
るという状況がしばしば見られるのに対し，公共知識創造型，および政策推
表9 各類型毎の研究活動多様化の理由の比較
研究活動多様化の理由 I科創学造知識型＼科学型応用 1公創共造知識型 政策型推進 F 値
本来の研き究活動分野が複合化 2.46 2.33 2.36 2.45 0.14 
してた
関係す省る庁たのめ業務の拡大に対応 2.38 1.80 2.14 2.72 3.53** 
既存技ら術れの研知た識究分に野よがっ新て置しいき科換学え 2.15 2.60 1. 93 2.27 1. 72 
研究っ者たかの創ら意による提案があ 2.54 2.67 2.50 2.00 2.27* 
国家と予し算て研に究もがと奨づ励く基さ礎れ研た究か 2.69 2.20 2.21 2.64 2.07 
ら
国が半大の参分型加あフ゜るいは全ク額ト支的研出す究 2.54 2.33 2.50 2.19 0.55 る ロジェ
へ を通じて
産学共同研究の必要から 2.00 1. 73 1. 65 1. 36 1. 64 
表中の数字は，評価点を示す。 * P<O. 10 ** P<O. 05 *** P<O. 01 
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進型の研究所においては関係省庁の業務拡大に応じて新規研究活動分野を設
定してきていると言えると思われる。
3. 研究活動の実施の形態
各研究機関では，種々の研究活動を様々な形態で実施していると思われる
が，その実施形態毎の件数を答えてもらった。その回答件数の平均を，研究
機関の性格類型別にまとめたものが表10である。その表によれば，国際的共
同研究プロジェクトや大学との共同研究に対しては，科学知識創造型や，科
学応用型の研究機関が多くのプロジェクトに積極的に参加していることが分
かる。他方，政策推進型や，公共知識創造型については，経常研究の件数が
多く，それらが研究実施形態の中心的な形態であることが分かる。また，国
が推進しているプロジェクトヘの参加については，どのクイプの研究機関も
等しく関与しているようであった。また，科学応用型の研究機関は，特殊法
人研究所との共同研究が多く，受託研究の件数も多いことが分かった。なぜ
かと言えば，科学応用型の研究機関として分類されているものの中には，特
殊法人研究所が多く含まれており，それらの研究機関は応用研究に力点を置
表10 各類型毎の研究活動の実施の形態の比較
研究活動実施の形態 I科創学造知識型 1科学型応用 1公創共造知識型 1政策型饂 I F 値
国がト推ヘ進の参し加ているプロジェク 12.6 9.3 24.6 19.8 1. 21 
受託に研よ究る研（他究息関からの委託 1.0 8.1 3.8 9.0 0.52 
特殊法人研究所との共同研究 2. 7 13.8 3.5 3.0 2.53* 
大学との共同研究 5.3 13.0 2.6 1. 7 1. 24 
国際的共同研究 3.4 3.5 1. 2 1. 6 1. 25 
大規（模産共・官同研・学究プ）へロのジ参ェ加クト 3.6 2.2 3.0 1. 7 0.45 
経常研究 34.8 34.3 45.9 127.9 1. 30 
指定要•な特基別礎•特的定・研先究導的（特研究に重） 15.1 10.1 5.5 8.4 1. 71 
表中の数字は研究プロジェクトの数を示す。 * P<O. 10 ** P<O. 05 *** <O. 01 
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くため，このような結果となっていると思われる。
VIl 研究開発推進のマネジメント
1. 研究テーマの設定方法
(603)367 
各研究所における個別の研究テーマについては，公式的な要請に応ずる形
でテーマ設定を行ったり，非公式の意見表明にもとづいてテーマ設定を行っ
たり，体系的な調査をふまえてテーマ設定を行ったり，など様々な仕方で設
定がなされる。そこで，各研究所が研究テーマの設定を行うに当たって，種
々の方法をどの程度用いているかを次の尺度にしたがって評価してもらっ
た。 1=非常に少ない， 2=やや少ない， 3=中程度， 4=やや多い， 5= 
非常に多い。その結果を，研究機関の性格類型別に調べ，表示したものが表
11である。
政策推進型と公共知識創造型は， 設置法・施行令にもとづく趣旨を体し
て，研究テーマを設定するという傾向があり，科学知識創造型については，
研究者の提案にもとづいて設定したり，科学技術情報調査をふまえて設定す
るという傾向がかなり強いことが見いだされた。
表11 各類型毎の研究テーマの設定方法の比較
研究テーマの設定方法 科創学造知識型科学型応用公創共造知識型政策型推進 F 値
［公式的な要請にもとづくもの］
設置法・施行令にもとづいて設定 2.92 2.75 3.50 4.00 2.27* 
行政審議会答申にもとづいて設定 2.77 2.60 2. 71 3.00 0.19 
［非公式の意見表明に基づくもの］
研究者の提案にもとづいて設定 4.23 4.38 4.14 3.42 2.27* 
関連主体からの要望にもとづいて設定 3.62 3.38 3.71 3.58 0.27 
［体系的調査にもとづくもの］
科学技術情報収集・調査にもとづいて 3.62 3.00 2.93 2.83 1. 54 
ニーズ情報収集・調査にもとづいて 3.23 3.06 3.14 3.42 0.38 
表中の数字は評価点を示す。 * P<O. 10 ** P<O. 05 *** P<O. 01 
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2. 研究テーマの事前評価
次に，研究テーマの事前評価の評価基準として，基礎科学への貢献，行政
ニーズヘの貢献，需要の大きさ，技術的可能性，国家プロジェクトのテーマ
への適合度，研究コスト，研究者の育成への寄与，などをどの程度重要視し
ているかを評価してもらった。その際に， 1=ほとんど考慮せず， 2=ある
程度重視する， 3=非常に重視する，という尺度を用いてもらった。
その結果，政策推進型の研究機関や公共知識創造型の研究機関では，行政
ニーズヘの貢献度を相対的に重視していること，科学知識創造型の研究機関
や科学応用型の研究機関では，基礎科学への貢献をかなり重視していること
が見いだされた。
表12 各類型毎の研究テーマの事前評価基準の比較
事前評価基準の内容 I科創学造知識型 1科学型応用 1創公共造知識型 1政策型推進 I F 値
基礎科学への貢献 2.54 2.44 2.06 2.19 1. 59 
行政ニーズヘの貢献度 2.38 2.25 2.67 2.83 3.73** 
需要の大きさ 2.25 2.44 2.38 2.58 0.69 
技術的可能性 2.54 2.50 2.46 2.33 0.29 
国家プロジェ適ク合ト度の 2.31 2.50 2.25 2.42 0.47 
テーマヘの
研究コスト 1. 92 2. 13 2.00 2.17 0.34 
研究者の育成への寄与 1.85 2.19 2.23 2.33 1. 89 
表中の数字は評価点を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
3. その他の研究評価基準
以上で挙げたもの以外に，各研究所で重視している評価基準を述べてもら
った。科学知識創造型研究機関は，独創性，新奇性，革新性，社会的波及効
果，などを挙げていた。科学応用型研究機関は，開発機器の機能向上，質の
良い論文発表，特許取得などを挙げていた。公共知識創造型研究機関は，当
研究所の研究基本計画との整合性，研究者ポテンシャルの向上等を挙げてい
た。最後に，政策推進型の研究機関は，実験施設との整合性，上部機関の評
価などを挙げていた。
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4. テーマの打ち切りの方法
各研究機関に対して，「テーマ打ち切りの基準と方法」がいかなるもので
あるかをたずねた。科学知識創造型機関からは，「科学技術への貢献度合い
による比較を行う」，「研究の進捗状況によって発展的に打ち切る場合と，他
の研究テーマとの関連で消極的に打ち切る場合がある」，「所幹部の指導の下
に研究者が自主的に判断する」，「外部評価委員の判断による」， などの回答
が寄せられた。科学応用型研究機関からは，「所期の目標を達成したとき」，
「続けても成果が期待できないと思われるとき」，「研究者の確保ができなく
なったとき」，などの回答が寄せられた。 また， 公共知識創造型研究機関か
らは，「当初計画した研究が完了したとき」， 「共同研究については， 当初か
ら計画年度が決められている」， 「人事移動の影響が大である場合に行う」，
などの回答が寄せられた。 さらに， 政策推進型研究機関からは，「経常研究
の場合研究員の人事移動にともなって行う」，「最初に何年間のみの研究とさ
れるものが多い」，などの回答が寄せられた。
Vl 主要研究設備と機器
最初にも述べたように，公的研究機関の機能の一つとして，高価な研究設
備や機器を購入・設置して，外部ユーザーにも公開使用させることが挙げら
れる。そこで， 研究機関類型毎に外部ユーザーに対する対応を調査した。
まず，科学知識創造型研究機関については，透過型電子顕微鏡，超高圧電子
顕微鏡，ガスクロマトグラフ質量分析計， NMR, 人工気候室，放射線関連
研究施設，などを主要研究設備として挙げていたが，外部ユーザーについて
は，「なし」あるいは「ほとんどなし」 と答えた研究機関は 13機関中 5機関
にのぽった。この 5機関以外の研究機関についても，外部ユーザーとして，
客員研究官，隣接研究所，所管の同じ研究所，企業，大学を挙げている例が
散見される程度で，外部ユーザーなしという状態が一般的であるように思わ
れた。
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科学応用型の研究機関については，放射線照射施設，高出力広帯域波長可
変レーザー，風洞実験施設， X線光電子分光装置，などを主要研究設備とし
て挙げていたが，やはり外部ユーザーがなしという機関が半数近く存在し
た。ただし，科学知識創造型研究機関と比較すると，大学の研究者がユーザ
ーとなるケースがやや多かった。その他，隣接研究所，企業，公共団体など
が外部ユーザーであるケースが散見された。
公共知識創造型研究機関については，光学トンネル，人工気象室，流体輸
送実験施設，自動細胞分解装置，などを主要研究設備として挙げていた。外
部ユーザーなしという研究機関も半数近く存在した。その中で， 隣接研究
所，所管の同じ研究機関，公共団体などが外部ユーザーであるケースが少数
ではあるが見いだされた。
政策推進型研究機関については，回流水槽，地殻変動処理システム，培養
実験室， レーザービームレコーダーなどを主要研究設備として挙げていた。
外部ユーザーなしと答えた研究機関は半数以上に達した。すなわち，外部ユ
ーザーを挙げている研究機関は非常に少なく，わずかに企業，公共団体，客
員研究員をあげている研究機関が 1, 2存在するだけであった。
以上のように，予想とは異なって，主要設備機器の外部ユーザーはそれ程
多くなかった。その意味で主要研究設備，機器の公開利用という点に関して
は，公的研究機関が社会に対して開かれた存在として公共性に貢献している
ということは必ずしも言えないようであった。
lX 組織
1. 研究所長
各研究所の研究所長が以前その研究所における研究者であったのか，ある
いは外部から招聘した人材であるのかという事実の意味は，多義的である。
一つの考え方は，その研究所の相対的自律性を示す指標であるというもので
ある。つまり内部から研究所長が選ばれているということは，その研究所が
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表13 各類型毎の研究所長の出身の比較
研究所長の出身1科学知識創造型 I科学応用型 I公共知識創造型 l政策推進型
内部から ， 8 12 5 
外部から招聘 4 7 4 8 
が=7.31* 
表中の数字は研究所の数を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
相対的に自律的である程度が高いことを示すと考えられるというわけであ
る。もう一つの考え方は，その研究所が直面する外部環境が不確実性に富ん
でおり，そのような不確実性を何とかコントロールすべく，外部関係者の中
から研究所長を招聘したと見なすものである。
ここでの調査結果が示していることは， 科学応用型と政策推進型におい
て，外部環境の不確実性が高いためか，外部から研究所長を招聘するケース
がかなり多かったということである。また，そのことは，その研究所の相対
的自律性の程度がそれ程高くないということを示しているとも考えられる。
2. 職員数
各研究所における研究スタッフの人数，研究員の人数および研究補助者の
人数を記入してもらった。研究機関の性格類型毎の平均人数を表示したもの
が表14である。
科学知識創造型研究機関においては，研究管理スタッフの数は相対的に少
なく，研究補助員も相対的に少なかった。他方，このタイプの研究機関にお
表14 各類型毎の研究所の職員数の比較
職員のカテゴリー 科創学造知識型 1科学型応用 1創公共造知識型 1政策型推進 F 値
研究管理スタッフ 23.3 32.3 23.8 17.4 0.62 
研究員 141. 2 119.1 96.7 85.8 0.80 
研究補助者 15.0 35.6 36.4 29.3 1.00 
表中の数字は人数を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
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ける一研究機関当たりの研究員は一番多く，どのタイプの研究機関よりも，
基礎研究に焦点を合わせているという姿を反映した結果となっていた。科学
応用型研究機関は，研究管理スタッフも多く，研究補助者も相対的に多かっ
た。このような事実は応用研究を推進するための必要性から生じた結果であ
ると言えよう。
3. 研究者の育成
研究者の育成と研究活動の活性化のために，自由裁量研究を導入したり，
国内留学，外国留学などの制度を設置したりしているかを質問した。その
際，次のような尺度を用いるよう依頼した。 1=制度化していない， 2=場
合によって認める， 3=制度化している。
表15 各類型毎の研究者の育成制度の比較
育成制度の内容 I科創学造知識型 科学型応用 1公創共造知識型 1政策型推進 I F 値
自由裁量研究 2.08 2.00 1. 77 1.50 1. 42 
国内留学 2.46 2.50 2.50 2.17 0.63 
外国留学 2.62 2.56 2.36 2.17 0.93 
表中の数字は評価点を示す。 * P<0.10 * P<0.05 ** P<0.01 
その結果，各研究機関類型間に有意な差は見いだされなかった。ただし，
自由裁量研究を制度化したり，場合によって認めるという研究機関が，科学
知識創造型と科学応用型の研究機関の中で比較的多く見られたのに対し，公
共知識創造型と政策推進型の研究機関については，制度化していないと答え
た機関も多く見られた。また，国内留学と外国留学については，半数近くの
研究機関が制度化を図っているようであった。
4. 外部者の研究能力活用制度
質問票において外部者の研究能力を活用する制度にはどのようなものがあ
るか，その内容と定員枠を述ぺるよう依頼した。この問いに対する回答を，
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研究機関類型別に整理してみた。その結果，科学知識創造型の研究機関13機
関中この制度を持たないのは 1機関のみであった。多くの研究機関は，流動
研究員制度，客員研究官制度，国際研究交流促進事業制度にもとづく招聘研
究員，依頼研究員制度，科学技術特別研究員などの制度を設け，定員枠も20
名から40名，場合によっては200名と多数であった。次に，科学応用型の研
究機関16機関中 3機関がこの制度を持たないことが分かった。多くの研究機
関は，招聘研究員制度，外来研究員制度，流動研究員制度，客員研究員制度
などの制度を設けていたが，定員枠は20名程度が上限であった。また，公共
知識創造型の研究機関15機関中 5機関がこの制度を持たなかった。この制度
を持っている研究機関については， STA(科学技術庁）フェローシップに言
及しているケースが多かった。定員枠については言及している研究機関は無
かった。最後に，政策推進型の研究機関については， 13機関中 6機関がこの
ような制度を持たなかった。ただし，この制度を運用している研究機関につ
いて言うと， STA(科学技術庁）フェローシップに言及しているケースが多
く，その他共同研究員制度が散見される程度で，定員枠を定めていなかった
り，定めていても，定員枠が2名程度とごく少数である場合が多かった。
以上の結果，科学知識創造型研究機関は，かなり積極的にこの制度を活用
しているのに対し，公共知識創造型研究機関や政策推進型研究機関は，それ
ほど活用に積極的ではなく，外部研究者を受け入れている場合でも自機関に
よる制度適用ではなく，科学技術庁関係の制度を利用しているものが多いと
いうことが分かった。
x 研究活動成果
1. 学術雑誌への投稿
各研究所の研究員による学術雑誌等への 1年間当たりの和文と英文の論文
発表件数を質問票においてたずねた。科学知識創造型，科学応用型，公共知
識創造型，政策推進型のいずれもが，和文論文については，ほぼ同等の本数
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表16 各類型毎の学術雑誌への投稿本数の比較
論這類 I科学知識創造型I科学応用型I公共知識創造型l政策推進型
和文論文 128 130 86 124 
英文論文 77 62 32 22 
F値
0.18 
2.56* 
表中の数字は論文本数を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
の発表を行っていることが分かった。ただし，英文論文については，科学知
識創造型と，科学応用型の研究機関において，特に積極的な投稿が見られる
ことが分かった。
2. 特許出願および登録状況
各研究所が出願・登録した特許の件数を概数で回答してもらった。研究機
関類型毎の平均件数を示したものが，表17である。科学知識創造型と科学応
用型の研究所においては，国内・国外ともに，積極的な出願と登録がなされ
ていることが分かった。一方，公共知識創造型と政策推進型に関しては，相
対的に少数の出願と登録しかなされていないことが分かった。
表17 各類型毎の特殊出願および登録状況の比較
特び許登録出願状況およ I 科創学造知識型 1 科学型応用 公創共造知識型 1 政策型推進 I F 値
国内出願 211 186 71 25 2.41* 
国内登録 203 126 19 19 2.87** 
国外出願 29 42 16 2 1.07 
国外登録 45 30 6 1 1. 24 
表中の数字は件数を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
3. 研究活動成果の影響
各研究所の研究活動成果が及ぼす影響には， 様々なものがある。すなわ
ち，関係省庁の行政への影響，産業界，実際界の技術水準向上への貢献，基
礎研究の発展への貢献，地域経済の発展への寄与，民間研究所の研究活動に
対する影響，社会的なニーズヘの対応に貢献，などである。このような分野
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表18 各類型毎の研究活動成果の影響の比較
研究活動成果の影響の内容 科創学造知識型 科学型応用 1創公共造知識型 政策型推進 I 
関係省庁の行政へ影響 3.30 3.93 4. 71 4.23 
産業上界へ，の実貢際献界基礎の技術水準向 3.77 3.88 4.00 4.08 
研究の発展への貢献 3.85 3.81 3.14 3.07 
地域経済の発展への寄与 3.15 3.25 2.43 2.54 
民間る研影響究所の研究活動に対す 3.38 3.63 3.14 2.85 
社会献的なニーズヘの対応に貢 3.77 4.00 4.14 4.23 
表中の数字は評価点を示す。 * P<0.10 ** P<0.05 *** P<0.01 
(611)375 
F 
値
5.40*** 
0.22 
2.06*** 
1. 68*** 
1. 71 
0.81 
への影響の大きさがどのようなものであるかを，以下の尺度にしたがって評
価してもらった。 1=非常に弱い， 2=やや弱い， 3=中程度， 4=かなり
強い， 5=非常に強い。
公共知識創造型と政策推進型の研究機関は，関係省庁の行政への影響がか
なり強いと答えていた。他方，科学知識創造型と科学応用型の研究機関は，
基礎研究の発展への貢献，地域経済の発展への寄与がかなり強いと答えてい
た。さらに，これらの研究所は，民間研究所の研究活動に対する影響もかな
り強いと答えていたことが分かった。
X[ 公的研究機関類型化の意義
以上で科学知識創造型，科学応用型，公共知識創造型，政策推進型という
四つの研究機関類型が存在するのではないかという主張を最初に述べた。そ
の後，これらの四類型が種々の側面についてどのような特色を持っているか
を検討してきた。その結果，「科学知識創造型」研究機関は， 通産省， 環境
庁関係の研究機関に多く見られるもので，基礎科学志向を持ち，民間では実
行できない公共性を持った研究を行うことを通じて，基礎科学の知識創造に
寄与している研究機関であることが分かった。このタイプの研究機関は，基
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盤となる研究分野に関する共通性や研究推進形態の共通性にもとづいて，新
研究活動分野を拡大しており，関係省庁の研究開発に関する基本方針につい
ては，長期ビジョン的なものを拠り所にするが，かなり自律的に研究計画を
立案するような行動をとると言える。研究テーマの設定に当たっては，研究
者の提案に基づいたり，科学技術調査に基づいて行うことが多く，研究テー
マの評価基準としては，基礎科学への貢献や独創性，新規性，革新性，社会
的波及効果などを重視していることが分かった。研究所長は，内部から昇進
することが多く，研究職員としては，研究管理スクッフや研究補助者は少な
いが，研究員自体の数は多い。学術雑誌への投稿は，和文論文・英文論文と
も多く，国内外における特許出願および登録数は非常に多いことが分かっ
た。その活動の影響は，基礎研究の発展への貢献において顕著なものがある
と言えるようなタイプの研究機関であることが分かったと言えよう。
また，「科学応用型」研究機関は，医学関係，通産省関係の研究機関，特殊
法人研究機関などに多く，基礎科学志向を持つが，同時に強い応用志向を持
ち，その分野での科学知識の応用をめざすという特性を持っている研究機関
であることが分かった。これらの研究機関は，基盤となる研究分野に関する
共通性と応用研究分野の共通性にもとづいて，新研究活動分野を拡大してお
り，関係省庁における研究開発に関わる長期計画を拠り所にしたうえで，か
なり自律的に研究計画を立案するという行動をとっている。研究テーマの設
定に当たっては，研究者の提案に基づいたり，関連主体からの要望に基づい
て行うことが多いことが分かった。研究テーマの評価基準としては，需要の
大きさ，国家プロジェクトヘの適合度，開発機器の機能向上，特許取得など
が重視されており，研究所長は，外部から招聘することが多く，研究職員と
しては，研究管理スタッフも研究補助者も相対的に多いことが分かった。学
術雑誌への投稿は，和文論文・英文論文とも多く，国内外における特許出願
および登録数も非常に多い。その活動の影響は，基礎研究の発展への貢献に
おいても顕著なものがあるとともに，産業界，実際界の技術水準向上への貢
献も大なるものがあると言えるようなタイプの研究機関であることが分かっ
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たと言えよう。
さらに，「公共知識創造型」研究機関は， 農林水産関係の諸研究所に多く
見られるもので，関連業界や関連ユーザーの問題解決に役立つ知識の創造を
めざしている研究機関であることが分かった。行政ニーズヘの対応の共通性
や応用研究分野の共通性にもとづいて，新研究活動分野を拡大しており，明
確なターゲットが示された関係省庁の研究開発に関する基本方針を自組織の
研究計画の拠り所にしていることが多いことが分かった。研究テーマの設定
に当たっては，設置法・施行令の趣旨を体した研究テーマを設定することを
心がけたり，行政審議会答申などに基づいて行うことが多く，研究テーマの
評価基準としては，行政ニーズヘの貢献度を重視し，当研究所の研究基本計
画との整合性を常に意識していることが分かった。研究所長は，内部から昇
進することも多く，研究職員としては，研究管理スクッフはそれ程多くない
が，研究補助者は比較的多い。学術雑誌への投稿は，和文論文は多いが，英
文論文はさほど多くない。国内外における特許出願および登録数はそれほど
多いとはいえない。その活動の影響は， 関係省庁の行政への影響と， 産業
界，実際界の技術水準向上への貢献については顕著なものがあることが分か
ったと言えよう。
最後に，「政策推進型」研究機関は， 農林水産省関係の研究機関， 宇宙関
係法人などに多く見られるタイプで，関係省庁の行政を行うに当たって必要
な知識を作りだし，応用していこうとする研究機関である。新しい分野へ研
究活動分野を拡大する場合も，既存の研究分野の周辺領域に限定して手堅く
拡大を図ろうとしており，比較的明確に述べられた各省庁の研究目標などを
拠り所に，自研究機関の研究計画を立てていることが分かった。研究テーマ
の設定に当たっては，設置法・施行令の趣旨を体した研究テーマを設定する
ことを心がけたり， 行政審議会答申などに基づいて行うことが多いと同時
に，ニーズ情報を収集・調査して研究テーマの設定を行うことも多いことが
分かった。研究テーマの評価基準としては，行政ニーズヘの貢献度，需要の
大きさなどが重視されており，研究所長は，外部から招聘することがかなり
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多く， 研究職員としては， 研究補助者が相対的に多い。学術雑誌への投稿
は，和文論文は多いが，英文論文はさほど多くない。国内外における特許出
願および登録数は少ない。その活動の関係省庁の行政への影響には大なるも
のがあり，産業界，実際界の技術水準向上への貢献も顕著なものがあること
が分かったと言えよう。
以上の議論を通じて，公的研究機関の多様性を理解する分析枠組みを提供
し得たことが本論文の貢献であると言える。このような分析枠組みを作り出
したことの意義は，我が国の公的研究機関には，基礎研究志向のものから，
行政支援のものまで多様な研究内容のものが存在していることを明らかに
し，今後の公的研究機関のあり方を議論するうえでの出発点を形成し得たこ
とである。
また，残された課題としては，大学と公的研究機関の役割の差を明確化す
ること，相互の交流の実態の明確化を行うこと，研究所長の果たしうる役割
についてより詳細な分析を行うこと，また何よりも提唱した四類型が適切な
ものか，またその名称は妥当なものかについての再検討を行うこと，などが
挙げられる。
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■ この調査は、国立研究所と特殊法人研究機関等における研究活動がど
のように組織化され、実行されているかを調査しようとするものです。
■ 回答の内容は集計した形で統計分析を行います。したがって、各設問
への答の内容が貴研究所名とともに外部に報告されることはありません。
● 本調査票に直接回答を書き込んで下さい。質閥が貴研究所に当てはま
らない場合は何も記入しないで下さい。
■ 回答を終えた調査票は、同封の封筒を用い、直接科学技術政策研究所
に送付して下さい。 3月 23日までにお願いします。
記入者御氏名
研究所名
役職名
※ 整理の都合上、ご記入者の御名剌を質問調査票に添付のうえ
ご返送いただければ幸いに存じます。
お問い合わせ先：科学技術庁 科学技術政策研究所
第1研究グループ
客員研究官
関西大学商学部教授広田 俊郎
電話： 03-3581-2396 FAX: 03-3503-3998 
公的研究機関の研究活動と研究マネジメント（広田） (617)381 
I 研究活動を槻定する諸要因
(I) 研究理念と研究使命
貴研究所における研究活助を方向づけている理念として，以下の諸紺面をどの粍席霞罪視されていますか。ま
た貴研究所の研究活動は，それらの理念の実現に対してどの程度貢献していると思われますか。以下の尺度にし
たがって評価し，．該当する数字を0で囲んで下さい。 1=非常に低い（小さい）， 2=やや低い（小さい），
3=中寧，.4=かなり冨い（大きい）， 5=非常に高い（大きい）。
研究理念として重要視
している程度
翡熙嚢茫
基礎科学分野における
発展への貢献
関係省庁の関連分野において生じ
ている問題の解決への貢献
関係省庁が行政にあたって必要と
する知識体系の構築への貢献
関連する国家プロジェクトヘの参加
民間研究所が追求しない公共的便益
に関わる研究を追求
当該分野における研究人材の育成
重要情報•知識の普及と伝遠
各種標準の設定
地域経済の発展への寄与
研究者の創造性を開花させること
関連産業の基盤技術研究
?
中程度
? ? ?
?????
?????
?
???????????
?
実際の貢献
中程度
3 
?
非常に
大きい
5 
? ? ? ? ? ? ? ?
???????? ????????
????????????????????
(2)関係省庁における研究膊発基本方針との関係
貴研究所の研究計画の策定時に依拠している関係省庁の研究開発に関わる基本方針，長期計画がありますか。
）はい ）いいえ
もしありましたら，その名称をお示し下さい。
-I -
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(3) 利害関係者
貴研究所の研究活動成果の適用によって大きな影響を受けると思われる社会集団•組織●社会層を三つあげて
ください（関係省庁は除く）。また同時に，それらの主体が貴研究所に対して行ってきた鋤きかけの中で，貴研
究所において把握しておられるものにはどのようなものがあるかをご説明下さい。
関連主体 貴研究所に対する鋤きかけ
① 
② 
③ 
(4) 科学技術の進展の影響
種々の科学技術分野が貴研究所の研究活動の内容と研究方法に対して及ぼしてきた影響の程度はそれぞれどの
ようなものですか。以下の尺度にしたがって評価し，該当する数字を0で囲んで下さい。
l=非常に弱い， 2=やや弱い， 3=中程度， 4=かなり強い， 5=非常に強い。
研究内容に対して 研究方法に対して
翡密晶翡茫翡茫晶翡熙
［電子•情報系］
マイクロエレクトロニクス I 2 3 4 5 
コンピューク•ハードウェアと周辺技術 I 2 3 4 5 
コンピューク• ソフトウエア I 2 3 4 6 
オプトエレクトロニクス 1 z 3 4 5 
通信技術 I 2 3 4 5 
メカトロニクス I 2 3 4 5 
［物質•材料系］
ファイン•ケミカル I 2 3・4 5 
微細加工技術 I 2. 3 4 5 
資源•エネルギー技術 I 2 3 4 5 
新素材技術 I 2 3 4 5 
［生命科学系］
医療器具，診断技術 I 2 3 4 5 
パイオテクノロジ一 I 2 3 4 6 
［社会システム関連J
輪送関連技術 I 2 3 4 5 
廃棄物処理技術 I 2 3 4 5 
-z -
??????
?
??????
???????????
??????????
??????????
公的研究機関の研究活動と研究マネジメント（広田） (619)383 
I 研究活動分野の設定
(I) 貴研究所における本来的主要研究活動分野
貴研究所において，発足以来の伝統を持ち，中心的な重要性を持っている研究活動分野を三つお示しください。
(2) 新規の研究活動分野
最近の10年間程の問に追加した新規の研究活動分野の中で，代表的なもの2つをお示し下さい。（前問に対
する答えの中に該当するものがある場合には，それをご指摘ください。なお，以後の質問において新規の研究活
動分野についてお尋ねするときは，ここでお答えいただいた研究活動分野を念頭においてお答え下さい。）
(3)研究活動分野の多様性
貴研究所における従来からの主要研究活動分野と上記の新規研究活動分野との間の共通性はどのようなもので
すか。以下の尺度にしたがって評価して下さい。 1=非常に低い共通性， 2=やや低い共通性， 3=中程度の共
通性， 4=かなり高い共通性， 5=非常に高い共通性。
非共常通に低性い 中共程通度性の 非常共通に高性い
基盤となる研究分野の共通性 2 3 4 5 
応用研究分野の共通性 2 3 4 5 
行政ニーズヘの対応の共通性 1 2 3 4 5 
関連する利害関係主体の共通性 1 2 3 4 5 
研究推進形態の共通性 1 2 8 4 5 
(4)研究活動分野の多様化の理由
貴研究所において，新たな研究分野の調査研究に取り組まれるようになった理由に関して，以下のものがどの
程度あてはまるかを評価してください。
本来の研究活動分野が複合化してきた
関係省庁の業務の拡大に対応するため
既存の研究分野が新しい科学技術知識によって
置き換えられた
???
?
っ ??? 弱い関係が
存在する
2 
2 
?
非常に強い
関係がある
3 
3 
3 
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まった＜
闘篠なし
弱い関俸が
存在する 饂譴沿
研究者の創巖による提案があったから
国家予算にもとづく基礎研究として研究が
奨励されたから
国が半分あるいは全額支出する大型プロジェクト
的研究への参加を通じて
究学共[,';J研究の必要から
??? ???
(5)研究祈動の実施の形態
貝研究所において種々の研究活動を実施する場合，様々な形態で実施されると思います。その場合の各形態毎
のテーマ件数の概数をかっこ内にご記入下さい。なお「本来の研究活動分野」．「新風の研究活動分野」の意味
については，計1ペー ジのnの(I)と(2)の問いをご参照下さい。
本お米けのる研テ究ー活マ動件数分野に 新お規けのる研テ究ー活マ動件分数野に
国が推進しているプロジェクトヘの参加 （ ）件 "( ）件
受託研究（他機関からの委託による研究） （ ）件 （ ）件
特殊法人liJI究所との共l謝1研究 （ ）件 （ ）件
大学との共liliJI充 （ ）件 ）件
閲際的Jl<Ji,j研究 ）件 （ ）件
大へ規の模参加共同研究プロジェクト（産●官•学）
（ ）件 （ ）件
経常研究 （ ）件 ( ）件
先指定導的•特研究別）•特定研究（特に重要な基礎的・
（ ）件 （ ）件
m研究開発推進のマネジメント
(I) 研究テーマの設定方法
新たに研究テーマを設定するに当たっては，公式的な要諮にもとづいて行う場合，非公式の意見表明にもとづ．
いて行う場合，体系的な調査をふまえて行う場合，など様々な設定方法があるように思われます。貴研究所にお
ける各種の研究テーマの設定を行うに当たって，それぞれのケースがどの稲度マ畿的セぁるかを以下の尺度にし
たがって評価して下さい。 I=非常に少ない， 2=やや少ない.3=中桓度， 4=やや多い， 5=非常に多い。
次ページヘ進みご回答下さい。
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本来の研究活動分野 新規の研究活動分野
非常に 中 非常に 非常に 中 非常に
少ない 程度 多い 少ない 程度 多い
［公式的な要請にもとづくものJ
設置法●施行令にもとづいて設定 2 3 4 5 2 3 4 5 
行政審議会答申にもとづいて設定 2 3 4 5 z 3 4 5 
［非公式の意見表明にもとづくもの］
研究者の提案にもとづいて設定 2 3 4 5 2 3 4 5 
関連主体からの要望にもとづいて設定 1 2 3 4 5 2 3 4 5 
［体系的調査にもとづくもの］
科学技術情報収集●調査にもとづいて 1 2 3 4 5 2 3 4 5 
ニーズ情報収集●調査にもとづいて 2 3 4 5 2 3 4 5 
(2) 問題解決の方法
研究活動遂行時の問題解決は，様々の方法によって行われていると思います。次にあげた諸方法が貴研究所に
おける研究活動の進展にどの程度貢献していると思われるかを以下の尺度にしたがって評価し，ご記入ください。
1=弱い効果， 2=中程度， 3=強い効果。
研究活動前難 研究活動後難
効弱果い 程中度効強果い
! 
効弱果い 程中度強効果い
同僚とのインフォーマルな話し合い 2 3 2 3 
研究所内におけるフ・オー マルな報告会 2 3 z 3 
所員を学会へ派遣すること 2 3 2 3 
産業界，実際界との接触 2 3 2 3 
パテント•マップの創造 2 3 2 3 
グループ• リーダーと研究者との話し合い 2 8 1 2 3 
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(3)研究テーマの評価
貴研究所においては，研究テーマの評価をどの程度公式的に行っていますか。該当する所に〇印をご記入下さ
い。
テーマ採用時 公式的評価を （ ）行う （ ）行わない。
研究進行段階 公式的評価を （ ）行う （ ）行わない。
開発段階 公式的評価を （ ）行う （ ）行わない。
また研究テーマの評価を行うに当たっては，次の基準をどの粍席霞＿視しておられますか。次の尺度に従って
評価して下さい。 1=ほとんど考慮せず， 2=ある程度重視する， 3=非常に重視する。
テー マ採用時 研究進行段階 開発段階
基礎科学への貢献 1 2 8 1 2 3 1 2 3 
行政ニーズヘの貢献度 1 2 3 1 2 3 1 2 3 
福要の大きさ 1 2 3 1 2 3 1 2 8 
技術的可能性 1 2 3 1 2 8 1 2 3 
国家プロジェクトの
テーマヘの適合度 1 2 3 1 2 3 1 2 3 
研究コスト 1 2 3 1 2 3 1 2 3 
研究者の育成への寄与 1 2 3 1 2 3 1 2 3 
そのほかの研究テーマ評価基準をお示し下さい。
w研究テーマの持紐期間
一つの研究テーマが研究される期間は平均でどれくらいの闊間ですか。
）年
(5) テー マの打ち切りの方法：
研究テーマの打ち切りの基準と方法についてご説明ください。
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IV 主要研究設備，機器
(623)387 
貴研究所における主要研究設備•機器にはどのようなものがありますか。そのうち三つをとりあげ，主要機能
と主要外部ユーザーなどをお答えください。
主要設備名 機能 主要外部ユーザー
① 
② 
③ 
v 組織
(I) 研究所長
貴研究所の研究所長は，以前貴研究所における研究員として研究をされていたことがありますか。それとも外
部から招開した方ですか。
（ ） 内部から ） 外部から招聘
(2) 研究所長を補佐する会議と委員会
研究所長の決定を補佐するための会議や委員会が設定されていますか。
（ ） はい （ ） いいえ
その会議または委員会の名称をお示しください。
(3) 喋員数
貴研究所における研究スタッフの人数，研究員の人数および研究補助者の人数をご記入ください。
研究管理スタッフ
研究員数
）名
）名 研究補助者数 ( ）名
{4) 組織編成
貴研究所の組織はいくつの部•室に分けられていますか。かっこ内に数をご記入下さい。
）部
? ? ?
）室
-., 
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(5) 研究者の育成
研究者の育成と研究活動の活性化のため1こ，次のような方法をどの程度用いておられますか．
制度化していない場合によって認める 制度化している
自由裁阻研究
国内留学
外国留学
その他の方法をご説明下さい。
?? ??
(6) 自由裁量研究
自由裁景研究（研究者に自由にテーマを設定させ，研究させるもの）を認めていると，前問で答えられた研究
所の回答者にお尋ねします。このような制度のメリットとして，以下の側面はどの程度あてはまりますか。次の
尺度にしたがって評価してください。 1=ほとんど効果なし， 2=少し効果あり， 3=かなり効果あり。
ほとんど効果なし 少し効果あり かなり効果あり
研究者の参画立識の向上
次の研究テーマの発掘
研究レベルの向上
研究の進め方の体得1こ役立たせる
??? ???
(7) 外部者の研究熊力を活用する制度にはどのようなものがありますか。
その内容と定員枠をご悦明ください。
VI研究成果
(I) 学術雑誌への投稿
貴研究所の研究員による学術雑誌婚への論文発表件数(1年間当たり）はどれくらいですか。
和文誌
欧文誌
（（??? ? ? ??
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(2) 刊行物
貴研究所の発行する刊行物の数 (1年間当たり）を下の表に口巳入ください。
(625)389 
年1回発行のもの 1年数回発行のもの I毎月ないし隔月発行
?
冊
?
冊
?
冊
・ca) 特許出願および登録状況
貴研究所が出願•登録された特許の件数を慨数で結構ですので口巳入下さい。
出願 I 登録
件l 件
件I 件
(4)研究活動成果の影響
貴研究所の研究活動成果が次の分野へ及ぼす影響はどのようなものですか。その影響の大きさを以下の尺度に
したがって評価して下さい。 1=非常に弱い， 3=中程度、 5=非常に強い。
本来の研究活動分野 ， 新規の研究活動分野
非弱常いに 程中度 非強常いに ！：． 非弱常いに 程中度 非強常いに
， 
関係省庁の行政へ影響 2 3 4 5 : 2 3 4 5 
産業界，実際界の技術水準向上への貢献 2 3 4 5 2 3 4 5 
基礎研究の発展への貢献 2 3 4 5 2 3 4 5 
地域経済の発展への寄与 2 3 4 5 2 3 4 5 
民間研究所の研究活動に対する影響 2 3 4 5 2 3 4 6 
社会的なニーズヘの対応に貢献 2 3 4 5 2 3 4 5 
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